長崎市新市立病院整備運営事業
（様式30）利便施設運営業務提案仕様書

利便施設運営業務提案仕様書（表紙・目次）
2１ 利便施設運営業務　業務の実施方針


3２ 利便施設運営業務　業務の実施体制


5３ 利便施設運営業務　業務の実施計画


6４ 利便施設運営業務　収支計画




1 　利便施設運営業務　業務の実施方針
本業務の実施方針について記載してください。なお、以下の事項については必ず記載してください。（利便施設運営業務全体でＡ４判30枚以内で記載してください。なお、「４　収支計画」の項については枚数制限の頁数には含みません。）
· 利便施設運営業務の理念・方針を記載してください。

· 本業務の概要が分かるように運用フローを記載してください。
· 要求水準を踏まえて特に業務のポイントであると考える点とそれに対する対応の概要について記載してください。

· 業務遂行にあたり、想定されるトラブル・課題とその対応策を記載してください。

2 　利便施設運営業務　業務の実施体制
本業務に係る実施体制について、記載してください。なお、以下の事項については必ず記載してください。
(1)  実施体制
 1)  ＳＰＣとの指揮命令系統

· ＳＰＣと本業務の指揮命令系統について記載してください。

 2)  組織体制及び役割分担

· 本業務の組織体制及び役割分担について図表を用いるなどして具体的に記載してください。
· 要求水準書に示す各【必置施設】ごとの組織体制及び役割分担が分かるように記載してください。なお、各施設を適宜一体として整備・運営する場合であっても、各【必置施設】に求める運営業務が確実に履行されることが分かるように記載してください。
· 要求水準書に示す各【必置施設】以外の施設（提案施設）を整備・運営する場合は、当該施設ごとの組織体制及び役割分担が分かるように記載してください。
 3)  協力企業等の変更時の対応

· 業務期間中において、協力企業等が交代する場合の業務の継続性を維持するための引継ぎのプロセスを記載してください。

(2)  人員配置計画
 1)  人員配置に関する考え方

· 業務の継続性を維持するための人員配置の工夫について記載してください。

 2)  役割別、時間帯別の1日あたり人員配置数

· 次のような表（表の記載内容は例示です。）を使用し、各業務の役割別、時間帯別の1日あたり人員配置数を示してください。なお、表中の役割及び時間帯は例示ですので、適宜作り変えていただいて構いません。
· 平日、土・日・祝日、救急当番日等で人員配置数が異なる場合には、それぞれ分けて記載してください。

· 他業務を兼務する場合は、小数点以下で示して下さい。
（例）

	役　割
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19
	20
	21
	22
	23

	＊＊業務
	業務責任者
	
	
	
	1
	1
	1
	1
	1
	1
	1
	1
	1
	1
	1
	
	
	
	

	
	業務従事者
	
	
	
	2
	2
	2
	2
	2
	2
	2
	2
	1
	1
	1
	
	
	
	

	
	・・・
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	3
	3
	3
	3
	3
	3
	3
	3
	2
	2
	2
	
	
	
	


(3)  業務日及び業務時間
· 各【必置施設】（【必置施設】以外の施設（提案施設）を提案する場合にはこれらを含む）ごとの業務実施日と運営時間を記載して下さい。
3 　利便施設運営業務　業務の実施計画
本業務の実施計画として、以下の各事項について具体的な運用方法を記載してください。なお、各事項で「○」を付した項目については必ず記載してください。
(1)  業務範囲
下記事項について、フロー等を用いて分かりやすく記載してください。

 1)  他業務との責任分岐点及び引継ぎ方法

· 他業務との接続部分の連携協力体制について

(2)  運用計画

 1)  当該業務の運用方法

当該業務の具体的な運用方法を記載してください。
なお、各【必置施設】（【必置施設ではない施設（提案施設）】を提案する場合にはこれらを含む）ごとにそれぞれ記載してください。

· 施設の利用者等のニーズに合ったサービス、商品提供に関する対応について
· 施設の利用者等の、利用しやすい環境整備に関する対応について
· 利便施設のセキュリティ管理に関する対応について（24時間営業とする場合は、夜間帯のセキュリティの考え方についても記載）
· 提供するサービスの評価・改善を図るための工夫について

· 商品の選定や陳列、配置及びメニューの掲示などについて、障害者や高齢者など、誰もが使いやすいような工夫について
· 取り扱う商品・サービス及びその販売価格、料金設定の考え方について

· 施設の利用者等からの料金徴収方法について（特に提案する点がなければ記載不用）
 2)  Ⅱ期工事対象建物の開院までの期間における各利便施設の運営スケジュール
（Ⅰ期工事対象施設の開院からⅡ期工事対象建物の開院までの期間で仮運用する利便施設がない場合には記載不要）
· Ⅱ期工事対象建物の開院までのサービス提供方法について
4 　利便施設運営業務　収支計画
本業務にかかる収支計画の内訳について記載するとともに、その根拠、事業期間を通して実施可能であるかの実効性、市場価格等を勘案しながら具体的に解説してください。
[image: image1.emf]（単位：千円）

　　　　　　　　　　年　　度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度 平成41年度 平成42年度

- - - 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

営業収入 - - -

- - -

- - -

- - -

- - -

営業費用 - - -

行政財産使用料 - - -

光熱水費 - - -

- - -

営業損益 - - -

営業外収入

営業外費用

支払利息１　※借入金の種別毎記載

支払利息２

短期借入金利息

営業外損益

当期利益（税引前）

法人税等

当期利益（税引後）

（単位：千円）

　　　　　　　　　　年　　度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度 平成41年度 平成42年度

　　　　　　　　　　事　　業　　年　　度

- - - 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

資金調達

税引後当期利益（▲損失）

出資金

借入金（借入金１）　※借入金の種別毎記載

借入金（借入金２～ｎ）

短期借入金

資金需要

独立採算業務に係る初期投資

借入金返済　合計

借入金返済（借入金１）

借入金返済（借入金２～ｎ）

短期借入金返済

当期ネットキャッシュフロー

配当

配当後キャッシュフロー（内部留保金）

配当後キャッシュフロー（内部留保金）累計

　　　　　　　　　　年　　度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度 平成41年度 平成42年度

　　　　　　　　　　事　　業　　年　　度

- - - 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

借入金残高（借入金１）

借入金残高（借入金２～ｎ）

借入金残高（短期借入金）

借入金残高合計

元利返済前キャッシュフロー - - -

元利返済金 - - -

ＤＳＣＲ（各年） - - -

元利返済前キャッシュフロー（現在価値：割引率[　　]%） - - -

ＬＬＣＲ

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

※ 1 必要に応じて、項目を追加・削除または細分化すること。

※ 2 他の様式と関連のある項目の数値は、整合を取ること。

※ 3 消費税及び地方消費税を含まない金額で記載すること。また、物価変動は見込まないこと。

※ 4 千円未満は四捨五入して記載すること。

※ 5 上表中の「－」は、基本的に数値が記載されない（記載されても「０」）と考えられる欄であることを示している。その上で、適宜「０」等を記載することは可能とする。

※ 6 DSCR、LLCRは優先ローンについて算出すること。

※ 7 LLCRの算出に用いる割引率は、優先ローン借入利率とすること。

※ 8 営業収入及び営業費用については、要求水準書に示す各業務（コンビニエンスストア運営業務　等）ごとに区分して記載すること。

ただし、BPRを行った場合（複数業務を一体の業務として実施する　等）場合には、BPR後の業務区分で記載することは可能とするが、その際にも、要求水準書に示す各業務に係る収入及び費用が含まれていることが分かるように記載すること。

※ 9 初期投資及び営業費用については、要求水準に示す費用のうち、独立採算でまかなうべき費用が全て含まれていることが分かるように記載すること。また、記載方法は、項目の追加等又は本様式の空欄への算定根拠の記載の形で行うこと。

※ 10 行政財産使用料の算定根拠を本様式の空欄に記載すること。

※ 11 法人税は各年度の実効税率を使用し、その根拠を本様式の空欄に記載すること。

※ 12 Ａ３判横書き（Ａ４サイズに折込み）で作成すること。

※ 13

CD-ROMに保存して提出するデータは、Microsoft Excel 2003形式で、必ず計算式等を残したファイル（本様式以外のシートに計算式がリンクする場合には、当該シートも含む）とするよう留意すること。

事業期間合計

事業期間合計
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表はあくまで見本です。実際は別添のExcelファイルに記入し、提出すること。
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